
（平成２３年７月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認愛媛地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

愛媛国民年金 事案 630 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成３年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年６月から同年 12月まで 

ねんきん定期便により、申立期間の国民年金保険料が未納となっている

ことが分かった。 

しかし、平成５年４月から同年６月までのいずれかの日に、国民年金第

３号被保険者の加入手続を行うため、Ａ市役所へ出向いた際に、同市の職

員から、申立期間を含む３年６月から５年１月までの国民年金保険料を全

て納付しなければ、加入手続はできないと言われ、同日に、市役所別館内

の金融機関で保険料を一括納付したことを記憶しているので、申立期間の

保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を含む平成３年６月から５年１月までの国民年金保険

料を、Ａ市役所別館内のＢ銀行Ａ市役所支店で一括納付したと主張している

ところ、同行は、「申立人が保険料を一括納付したとする当時、市役所別館

内に支店が存在し、同支店の窓口で保険料を過年度納付することは可能であ

った。」と回答している上、同市は、「国民年金被保険者からの依頼があれ

ば、社会保険事務所（当時）から預かっている過年度保険料の納付書に、職

員が、被保険者名、保険料の納付期間、納付額等を記載し、被保険者に渡す

ことがあった。」と回答していることから、申立人の主張に不自然な点は見

られない。 

また、申立人は、国民年金第３号被保険者の加入手続のために市役所へ出

向いた際、国民年金保険料を全て納付しなければ、加入手続はできないと言

われ、同日に保険料を一括納付したと主張しているところ、オンライン記録



                      

  

及びＡ市国民年金被保険者履歴状況一覧により、納付時期は不明であるもの

の、申立期間直後の平成４年１月から５年１月までの保険料を過年度納付し

ていることが確認でき、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期は同年 12

月頃と推認されること、及び国民年金第３号被保険者資格取得の処理日が同

年 12月 22日であることを考え合わせると、申立人は、同年 12月頃に国民年

金の加入手続を行い、過年度保険料を納付したものと推認されるが、その時

点では、申立期間のうち、３年 11 月及び同年 12 月の保険料について過年度

納付が可能であったにもかかわらず、これを納付しなかったとするのは不自

然である。 

一方、申立期間のうち、平成３年６月から同年 10 月までについては、オン

ライン記録によると、申立人の国民年金第３号被保険者資格取得の処理日が

５年 12 月 22 日であることが確認でき、この時点において、当該期間の国民

年金保険料は、時効により納付できなかったものと考えられ、５年４月から

同年６月までの間に第３号被保険者の加入手続のために市役所へ出向いたと

する申立人の主張と相違する。 

また、申立人が申立期間のうち、平成３年６月から同年 10 月までの国民年

金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成３年 11 月及び同年 12 月の国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 898 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 40 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年６月 21日から同年７月１日まで 

    ねんきん特別便により、Ａ社の勤務期間のうち、申立期間について、厚

生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

しかし、昭和 35 年 11 月 28 日から平成 11 年 11 月 30 日まで、Ｂ社とそ

の関連会社に継続して勤務していたことは確かなので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された人事記録及び雇用保険の加入記録から判断すると、申

立人は、同社に継続して勤務（昭和 40 年７月１日にＡ社からＢ社Ｃ工場に

異動）し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。 

  また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 40 年５月の社会保険事務

所（当時）の記録から、２万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

愛媛厚生年金 事案 899 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月 28日から 55年４月１日まで 

社会保険庁（当時）から送られた年金記録を見て、Ａ社に係る厚生年金

保険被保険者期間が 11 か月しかないことに気が付いたが、同社本社（Ｂ

市）から同社Ｃ営業所に転勤した頃に被保険者資格を喪失していたので、

同事業所の従業員は全て厚生年金保険に加入していなかったものと諦めて

いた。 

しかし、最近、Ａ社Ｃ営業所に勤務していた知人に厚生年金保険の加入

記録があることが分かったので、申立てを行うこととした。 

給与明細書は所持していないが、Ａ社Ｃ営業所に勤務していたことは確

かなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｃ営業所に勤務していた申立期間当時の同僚の証言により、

期間は特定できないものの、同事業所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人は、昭和 50年 10月 28日以降もＡ社Ｃ営業所に勤務

していた旨申し立てているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票において、49 年 11 月４日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、

50 年 10 月 28 日に被保険者資格を喪失した記録以外に申立人の氏名は見当た

らず、申立期間当時の健康保険被保険者番号に欠番も無いことから、申立人

の記録が欠落したものとは考え難い上、申立人が被保険者資格を喪失した約

１か月後の同年 12 月１日に健康保険被保険者証を返納している記録が確認で

きる。 

また、雇用保険の加入記録によると、申立人は、Ａ社において、昭和 49 年



                      

  

11月４日に雇用保険の被保険者資格を取得し、50年 10月 25日に離職し、求

職の手続が行われていたことが確認できることから、申立期間当時における

申立人の勤務実態について確認することができない。 

さらに、Ａ社は、既に適用事業所ではなくなっており、申立期間当時の資

料は無い上、給与計算及び社会保険事務担当であったとされる当該期間当時

の事業主は、高齢のため、申立人に係る厚生年金保険の加入状況及び保険料

の控除について証言を得ることはできない。 

加えて、申立人は、運転免許証の更新手続のために住民票を異動させてい

たと主張しているところ、戸籍の附票により、昭和 49 年 11 月３日付けでＢ

市、50 年３月 30 日付けでＤ町（現在は、Ｅ市）に住所を定めていることか

ら、Ａ社本社から同社Ｃ営業所に転勤した時期は、同年 10 月 28 日以前であ

る可能性がうかがわれる。 

なお、申立人は、Ｄ町に住所を定めた後、昭和 50年 12月 10日付けでＦ市、

52 年３月 30 日付けで再度、Ｄ町に住所を定めており、同年３月 30 日から同

町において国民健康保険に加入していることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関係資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


